
（単位：百万円）

科  目 金　　額 科  目 金　　額

　流 動 資 産 11,263 　流 動 負 債 3,071

現 金 及 び 預 金 1,123 支 払 手 形 313

受 取 手 形 62 買 掛 金 1,352

電 子 記 録 債 権 1,371 短 期 借 入 金 667

売 掛 金 5,612 未 払 金 244

商 品 1,164 未 払 費 用 94

前 払 費 用 3 未 払 法 人 税 等 281

未 収 入 金 17 預 り 金 10

関係会社短期貸付金 1,903 前 受 金 0

そ の 他 2 賞 与 引 当 金 85

　固 定 資 産 699 役 員 賞 与 引 当 金 4

有形固定資産 3 そ の 他 16

建 物 1 　固 定 負 債 156

工具、器具及び備品 2 退 職 給 付 引 当 金 151

無形固定資産 1 そ の 他 5

ソフトウェア 1 負　債　合　計 3,228

投資その他の資産 694  純　資　産　の  部

投 資 有 価 証 券 76 　株　主　資　本 8,734

関 係 会 社 株 式 415 　 資　本　金 400

出 資 金 0  資本剰余金 5,810

長 期 未 収 入 金 73 資 本 準 備 金 1,400

従業員に対する長期貸付金 2 そ の 他 資 本 剰 余 金 4,410

差 入 保 証 金 12 　 利　益　剰　余　金 2,523

保 険 積 立 金 20 利 益 準 備 金 88

繰 延 税 金 資 産 159 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,435

そ の 他 27 繰 越 利 益 剰 余 金 2,435

貸 倒 引 当 金 △ 94 純　資　産　合　計 8,734

資　産　合　計 11,962 負債・純資産合計 11,962

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

資 産 の 部   負 債 の 部

  (2023年3月31日現在）

 貸　借　対　照　表



（単位：百万円）

18,256

売　　上　　原　　価 15,988

売 上 総 利 益 2,268

販売費及び一般管理費 1,734

営 業 利 益 534

営  業  外  収  益

受 取 利 息 4

受 取 配 当 金 1

仕 入 割 引 21

為 替 差 益 194

業 務 受 託 料 1

そ の 他 3 226

営  業  外  費  用

支 払 利 息 14

売 上 割 引 0

そ の 他 0 16

経 常 利 益 744

特    別    利　　益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 26 26

特    別    損    失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 15

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3 18

752

324

△ 160 163

588

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 , 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

損　益　計　算　書
2022年4月 1日から

2023年3月31日まで

科　　　目 金　　　　　　　　額

売　　　 上　　 　高



Ⅰ．重要な会計方針

1．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
子 会 社 株 式　　 移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

商　　　　品

2．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定
額法

長期前払費用 定額法

3．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

(2)賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の
負担額を計上しております。

(3)役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(4)製品保証引当金 販売した製品に係る製品保証費用の発生に備えるため、当該費用の発生見込み額を
計上しております。

(5)退職給付引当金 従業員の退職給付の支出に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理
することとしております。

4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個 別 注 記 表

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）



Ⅱ．貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 37 百万円

2. 保証債務

保証金額

(百万円）

45

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く。）

　　短期金銭債権 1,206 百万円

    短期金銭債務 281 百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　売上高 3,761 百万円

　仕入高 1,728 百万円

  営業取引以外の取引高 12 百万円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損及び退職給付引当金等であり、
繰延税金負債の発生の原因は、連結納税加入に伴う時価評価損であります。

株式の種類 当事業年度末株式数

普通株式 8,665,854                 

卓華電子（香港）有限公司 1,889 取引先に対する仕入債務

卓奘国際貿易（上海）有限公司 取引先に対する仕入債務

被　保　証　者 保証債務の内容



Ⅵ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
　(1)金融商品に対する取組方針

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

③資金調達に係る流動性リスクの管理

　(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

２．金融商品の時価等に関する事項

62

1,371

5,612

17

(4)未払金 244 244 －

負債　計 2,578 2,578 －

(3)短期借入金 667 667 －

資産　計 10,091 10,091 －

(1)支払手形 313 313 －

(4)売掛金 5,612 －

(2)買掛金 1,352 1,352 －

(5)未収入金 17 －

(6)関係会社短期貸付金 1,903 1,903 －

(1)現金及び預金 1,123 1,123 －

(2)受取手形 62 －

(3)電子記録債権 1,371 －

　金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することがあります。

　2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお
時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注)2．参照）。

　
貸借対照表計上額 時　価 差　額

（百万円） （百万円） （百万円）

　当社は各所課からの報告に基づき、経理部が6ヶ月毎の資金計画を作成し、月次の状況を加味して適時に資金
繰計画を更新しております。

　当社は、主に電子部品を扱う商社として、仕入先と販売先の中間に位置し、決済のズレを仲介する金融機能を
有しております。一時的な余剰資金は大手銀行の当座・普通預金及び親会社への貸付により運用し、短期的な運
転資金は主に親会社からの借入 （一年以内）により調達しております。

　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクにさらされております。また、グ
ローバルに市場を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は為替の変動リスクにさらされておりま
す。
　貸付金は、関係会社短期貸付金があります。
　投資有価証券は主として、取引先企業との紐帯強化を目途とした株式です。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、全て一年以内の支払期日であります。また、グローバルに市場を展開
していることから生じている外貨建ての営業債務は為替の変動リスクにさらされております。

　借入金は、短期借入金があります。なお、借入金については変動金利による調達のため、金利変動リスクにさ
らされております。

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について担当営業所が取引先の状況を定期的にモニタリングし、与信
限度額の申請を行い、また期日、残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。

　当社は外貨建ての営業債権・債務についてそれらをネットしたエクスポージャーに対して外貨建て借入又は貸
付を原則として行うことにより為替の変動リスクを回避しております。
  外貨預金については外貨資金繰りに基づき、月末及び期末の外貨預金高を僅少にすることを原則としておりま
す。

　投資有価証券については、発行体の状況については通常の営業活動の中で異常事態があれば報告する等の日常
管理を行うほか、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直すこととしております。



（注）1． 金融商品の時価の算定方法、並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金、　(2)受取手形、　(3)電子記録債権、　(4)売掛金、　(5)未収入金、  (6)関係会社短期貸付金　

負債
(1)支払手形、　 (2)買掛金、　(3)短期借入金、  (4)未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　　　2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため含めておりません。

Ⅶ． 関連当事者との取引に関する注記

(単位：百万円）

議決権等の所有

(被所有）割合

1,373 売掛金 778

1,743
3

1,322 売掛金 192

272

6

1,889 － －
先進顯示科技 所有 役員の兼任
（香港）有限公司 直接100％
EXCEL ELECTRONICS 所有 当社販売先及び仕入先
TRADING (THAILAND) 直接100％ 役員の兼任
CO.,LTD.

(注）１．当社商品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。
２. 資金の貸付･借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、反復的に取引を行っている

    資金の貸付・借入につきましては月末平均残高を取引金額として記載しております。

３．保証債務については、同社の取引先に対する仕入債務保証であります。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

1. 1株当たり純資産額 1,007 円90銭

2. 1株当たり当期純利益 67 円95銭

子会社
減資及び
資本金の払戻

子会社

－ －

商品の販売(注1) 588 売掛金 120

2,862

為替ﾏﾘｰ目的の借入(注
2) 関係会社

短期借入金
－

利息の支払(注2)

子会社
卓華電子（香港）
有限公司

所有
直接100％

当社販売先及び仕入先、
役員の兼任、債務保証、
資金の貸付借入先

保証債務(注3)

商品の販売(注1)

運転資金の貸付(注2) 関係会社
短期貸付金

1,903
利息の受取(注2)

科目 期末残高

親会社 加賀電子株式会社
被所有
直接100％

当社販売先及び仕入先、
役員の兼任、資金の貸
付・借入先

商品の販売(注1)

関係会社株式 415

投資有価証券（非上場株式） 76

種類 会社等の名称 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

区　　　分 貸借対照表計上額（百万円）

  これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。


